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JICA 国別分析ペーパー（JICA Country Analysis Paper）は JICA によって各国

を開発の観点から分析した文書であり、開発援助機関として当該国への有効な

協力を検討・実施するにあたって活用することを意図している。また、本文書は

日本政府が「国別開発協力方針」等の援助政策を立案する際に、開発面からの情

報を提供するものである。なお、当該国への実際の協力内容・実施案件は、日本

政府の方針、各年度の予算規模や事業を取り巻く状況等に応じて検討・決定され

る。 
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第 1 章：タイの開発政策・計画 

 

1.1 タイの開発政策・計画 

タイ王国（以下、「タイ」とする。）には 3 段階の開発政策・計画がある。最上

位に国家戦略として長期的な開発目標を定めた「20 カ年国家戦略」、次に国家戦

略達成のための指針・戦略としての 5 カ年計画である「国家経済社会開発計画」

や「国家安全保障政策・計画」等、そしてそれら戦略・政策を実現するための計

画（特定セクターにおけるアクションプランや行政目標を含む）を掲げている。 

最上位の「National Strategy 2018-2037（「20 カ年国家戦略」）」は、タイ初の

長期的な国家戦略であり 2017 年 12 月に閣議承認された。同国家戦略は、「足る

を知る経済哲学」（Sufficiency Economy Philosophy）に基づき、安全・繁栄・持

続可能性を包含した先進国となることを目指し、鍵となる戦略として、①国家安

全保障、②競争力の向上、③人的資源の開発・強化、④社会的一体性と平等、⑤

環境に配慮した開発と成長、⑥35 の主要開発目標に応じた公的機関の見直しと

開発、を掲げている。 

「20 カ年国家戦略」の具体的な経済変革の手段（産業高度化と競争力向上）を

示したものとして、「タイランド 4.0（Thailand 4.0）」がある。「タイランド 4.0」

は、タイの段階的な経済発展（①農業（Thailand 1.0）、②軽工業（Thailand 2.0）、

③重工業（Thailand 3.0））をふまえ、2017 年から 20 年後である 2036 年に達成

すべき目標を示したものである。具体的には、中進国の罠からの脱却・持続可能

な経済成長の実現、デジタル・AI 技術を活用した取り組みの推進、労働集約産業

から知識集約産業への移行に向け、「イノベーション」「テクノロジー」をキーワ

ードに、表 1.1 に示す 12 のターゲット産業を打ち出している。「タイランド 4.0」

を実現するための中核的プロジェクトとして、「東部経済回廊（Eastern Economic 

Corridor: EEC）」開発を打ち出し、東部 3 県（チャチュンサオ、チョンブリ、ラ

ヨン）への集中的なインフラ整備を通じて外国企業の誘致を図り、経済成長の牽

引役となることが目指されている。 

表 1 タイランド 4.0 (Thailand 4.0）におけるターゲット産業 

次世代自動車 
スマート・エレクト

ロニクス 
医療・健康ツーリズム 

農業・バイオテクノロ

ジー 
未来食品 ロボット産業 

航空・ロジスティック 
バイオ燃料・バイオ化

学 
デジタル産業 

医療ハブ 教育・人材開発 防衛 
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 「20 カ年国家戦略」を実現するための主要開発計画として、国家経済社会開発

計画が 5 か年毎に策定されており、最新の計画は 2022 年 10 月に閣議承認され

た「第 13 次国家経済社会開発計画（The 13th National Economic and Social 

Development Plan）」（2023 年～2027 年）である。同計画は、タイを高付加価

値で持続可能な社会にすることを目指すものであり、以下、4 つの変革を目標と

している。 

表 2 第 13 次国家経済社会開発計画における 4 つの変革 

1 資源主導型経済から高付加価値型経済への転換 

2 全ての人々が公平に機会を得られる社会の実現 

3 環境に優しく持続可能な生活様式の推進 

4 人材開発の促進と効率的な行政機関の運営 

 

 タイ政府は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）からの経済復興の重要

政策の一つとして、2021 年 1 月に「バイオ・循環型・グリーン（BCG）経済モ

デル（Bio-Circular-Green Economic Model）」を国家戦略モデルの一つとして

発表した。同モデルは、生物多様性や文化的多様性に重点を置きつつ、①食品と

農業、②医療と健康、③バイオエネルギー、バイオマテリアル、バイオケミカル、

④観光・クリエイティブ経済、⑤循環型経済の 5 分野に焦点を当てている。 

 

2024 年 8 月に就任したペートンターン首相は、これまでの主要開発政策・計

画を踏襲しつつ、喫緊の課題解決に取り組む姿勢を示し、同年 9 月の施策方針演

説において、中長期的な政策として、自動車産業の EV への移行促進、データセ

ンターや半導体などの産業促進、カーボンニュートラルへの取り組み、PM2.5 な

どの大気汚染問題の解決などを取り上げた。また、喫緊で取り組む政策として以

下 10 項目を掲げている。 

1. 債務再編の推進 

2. 中小企業支援 

3. エネルギーと公共料金の価格引き下げ 

4. 非公式経済（Informal Economy）と地下経済（Underground 

Economy）への税制の導入 

5. 経済の活性化とデジタルウォレットの制度の推進 

6. 技術促進により農家の所得向上 

7. 観光業の促進 

8. 麻薬問題の解決 

9. サイバー犯罪や国際犯罪への対策の加速 

10. 社会福祉の増進 
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1.2 SDGs 達成への取り組み 

2015 年 9 月の国連総会で、タイは 193 カ国とともに「持続可能な開発のため

の 2030 アジェンダ」を枠組みとして承認した。同承認を踏まえて、タイ政府内

では、首相を委員長とする持続可能な開発委員会が発足し、NESDC が同委員会

の事務局となり、SDGs の達成に向けた政策の提言、関連機関との調整、実施監

理を行っている。また、SDGs は「20 カ年国家戦略」に統合され、全ての政府機

関の計画と予算は SDGs に沿う形で整理されている。 

国連が 2024 年に発行した Sustainable Development Report 2024 では、SDGs

の 17 の目標達成に向けた進捗が示された。タイの SDGs 達成度を数値化すると

74.7（地域平均 66.5）で全体 167 か国中 45 位、ASEAN 内ではトップに位置し

ている（Jeffrey D. Sachs, Guillaume Lafortune and Grayson Fuller 2024）。SDGs

目標 1（貧困をなくそう」、目標 4（質の高い教育）は達成されている一方で、目

標 2（飢餓をゼロに）、目標 3（全ての人に健康と福祉を）、目標 14（海の豊かさ

を守ろう）、目標 15（陸の豊かさを守ろう）、目標 16（平和と公正をすべての人

に）は大きな課題が残っているとされる。 

 

図 1 2024 年タイ SDGs17 目標別の達成度 
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第 2 章 ：タイへの協力意義とタイにおける主要開発課題 

 

2.1 タイへの協力意義 

日本とタイは、経済・政治・文化面での活発な交流など、幅広い分野で緊密な関

係を構築しており、日本の安全保障の観点からも、引き続き関係の維持発展が重要

である。中進国としてタイが抱える産業上の課題や社会開発課題に対し協力を推進

することは、タイの安定、ひいては地域の安定に貢献するとともに、日タイ両国の

関係強化や日・タイ双方関係者の利益増進にもつながるものである。 

 

2.1.1 経済面での協力の意義 

＜タイは日本にとって重要な経済パートナーであり、両国の結びつきは非常に強

い。タイの経済発展は両国の経済発展に寄与する。＞ 

タイに進出する日系企業数は、5,856 社（外務省、2023 年）と、中国、米国に次

ぐ規模であり、在留邦人は世界第 5 位の 7 万 2,308 人（2023 年 10 月）が滞在す

る。また、年間 80 万人の日本人がタイを訪問（外務省、2023 年）しており、米国、

中国、オーストラリアに次ぐ規模となっている。 

日本の地域／国別輸出・輸入額（JETRO、2023 年）は、タイは、2023 年の輸入

総額で 9 位であり、2015 年以降常に 10 位以内に位置している。輸出総額では 2023

年は 6 位であり、1990 年～2023 年まで連続で 10 位以内を保っている。特に、自

動車産業や電気・電子産業については、タイに裾野産業が集積し、地域サプライチ

ェーンの中核となっており、日系企業との結びつきが強い。 

上記のとおり、日本とタイは経済的な結びつきが強く、タイの安定的な経済発展

は、日本の経済発展に資するものである。 

 

2.1.2 地政学的位置づけ 

＜メコン地域最大の経済規模・全方位外交を行うタイの安定は、メコン地域や日

本の安定に寄与する。＞ 

 タイは柔軟な全方位外交を基本とし、日本のほか、米国、中国、他の ASEAN 諸

国等ともバランスを取った関係を構築している。また、2025 年 1 月現在、OECD

及び BRICS 双方に加盟申請しており、BRICS はタイをパートナー国として加盟を

認めている。2021 年 2 月のクーデター以降、国内が不安定化している隣国ミャン

マーに対しては、タイは政治的に中立的な立場を維持している。 

タイはメコン地域で最大の経済規模を有する民主主義国であり、メコン地域の中

心であるのみならず、太平洋地域とインド洋地域の間に位置していることから、地

域の連結性を強化し、日本政府が提唱する「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」

及び ASEAN が提唱する「インド太平洋に関する ASEAN アウトルック（AOIP）」
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を実現する上でも、非常に重要な役割を担う国である。タイの安定は、メコン地域

や日本の安定に寄与するといえる。 

地政学的な重要性を示す一例として、ドナー（アジア開発銀行（ADB）、世界銀

行、国連関係機関等）や、多くの本邦の各種機関（国立研究開発法人宇宙航空研究

開発機構（JAXA）、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、

独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）等の政府関係機関や大学機関、報道機関

等）も、タイに地域拠点事務所・機能を有している。 

 

2.1.3 人的ネットワーク 

＜日本（JICA を含む）が築いたタイ政府との信頼関係・重層的な二国間関係にて

蓄積されたアセットを維持・発展することが二国間関係の深化に寄与する。＞ 

日本とタイの間では、民間ベースでの連携や交流等が盛んである。タイの在留邦

人数は世界第 5 位の規模であるのみならず、都市別居住数でみるとバンコク（5 万

1,407 人）はロサンゼルス都市圏に次ぐ世界第 2 位である。本邦大学も 50 校超が

タイにオフィスを構えるなど、経済活動のみならず学術分野や草の根を含め重層的

な人的ネットワークが存在している。また長年のタイ向け ODA 等を通じ、タイと

日本の信頼関係も醸成されてきた。その結果、官民に多くの親日派・知日派が存在

している。「海外における対日世論調査（2023 年）」によると、タイは、「今後重要

なパートナーとなる国」として、中国や米国をおさえて日本を 1 位に位置づけてい

る他、「国際社会における開発協力（ODA を含む）」分野において、日本が重要な役

割を果たしていると考えている人が 8 割を超えている（外務省、2024 年）。 

タイの中進国化に伴い、日本からの ODA は、技術協力・資金協力ともに規模が

減少傾向にある。一方で、これまでの ODA で培われた日・タイの信頼関係や人的

ネットワークを生かし、これらネットワークの更なる拡充と新たな親日派・知日派

リーダーの育成を図りつつ、二国間関係の深化と新たな関係構築が期待されている。 

 

2.1.4 中進国ならではの課題 

＜経済発展をとげたタイには、中進国ならではの課題が依然として存在する。＞ 

民間投資の拡大等に伴い、タイにおける公的資金への需要は低下しつつあるが、

中進国が抱える課題の解決に向けた技術協力や研究開発協力へのニーズは引き続

き高い。具体的には、「中進国の罠」からの脱却のための、産業構造の高度化、ビジ

ネス環境整備、都市問題、高齢社会への対応、格差是正、気候変動対策やプラスチ

ックごみ問題等の地球規模・地域共通課題への対応等が挙げられる。 

タイに所在する多くの日系の民間企業や学術機関等とも幅広く連携することで、

高度で複雑な課題に対して、産官学公が協力して効果的に解決につなげることが期

待される。地方の地域活性化や高齢化の課題に対しては、日本の地方自治体の知見
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や経験等が有効なケースもある。日本でも取り組み途上の課題も存在するが、タイ

との共創を通じて解決に取り組むことで、日本とタイの双方の学び合いの促進や、

日本社会への還元・新たな知見の獲得にも繋がることが期待される。 

 

2.1.5 タイのドナー化支援 

＜タイは新興ドナーとしての役割を強化しており、連携余地が拡大している。＞ 

タイ政府は新興ドナーを自負し、開発途上国・地域への協力を実施しており、タ

イ外務省国際協力局（TICA）を通じた技術協力や、周辺国経済開発協力機構（以

NEDA）を通じた資金協力を行っている。これら協力は、経済的・地理的に結びつ

きが強い近隣国等に対するものが中心であるが、南アジアや中東、アフリカ向けに

も協力範囲を拡大しつつある。 

1994 年には、これまでの援助・被援助国の関係から、両国が共に他国への開発援

助を協働する枠組みとして「日タイ・パートナーシッププログラム（JTPP）」が締

結された。同枠組みのもと、JICA 及びタイ政府実施機関との協力により ASEAN 諸

国など第三国に対する専門家派遣やタイ国内での第三国研修を実施している。 

JICA と TICA の間では、JTPP に基づく協働や組織間でのより一層の連携を深め

るべく、2017 年に連携覚書を締結し、TICA と共に実施する南南協力の更なる推進

や新たな協力モダリティの模索を行ってきた。2022 年には、TICA によるタイ人ボ

ランティア派遣スキーム（Friends of Thailand（FFT））を通じ、日本へのタイ人ボ

ランティアの派遣が実現し、地方自治体での受入れのもと地方創生や観光の分野で

活躍した。 

NEDA については、JICA が実施する技術協力・資金協力との連携や NEDA の能

力向上への協力のため、2016 年に連携覚書を締結し、第三国での連携案件の推進

などの連携強化を進めている。 

これらの連携は、新興ドナーとしてのタイを開発パートナーと位置づけ、タイの

ドナーとしての能力開発支援にも貢献している。また、第三国研修等においては、

日本の協力により自立発展したタイの協力アセット等を活用した研修を周辺国や

他地域を対象に提供することで、我が国の質の高い協力成果を示すことにもつなが

っている。 

 

2.2 JICA が取り組むべき主要開発課題 

 タイは比較的順調な経済成長を達成してきており、2011 年には、世界銀行の所得

階層分類で「高中所得国（中進国）」に位置付けられている。また、2023 年にはタ

イの名目 GDP は 5,148 億米ドル、1 人あたり GNI 約 7 千米ドルと、メコン地域最

大の経済規模を有している。経済成長に伴い、開発課題の解決にも進展がみられて

おり、貧困率は 6.3%（2021 年）と改善傾向が継続している。 
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一方で、近年の経済成長に目を向けると、労働人口の減少や人件費の高騰等を背

景に、世界銀行の統計では、2015 年から 2019 年の平均経済成長率は ASEAN 主要

国（マレーシア、インドネシア、ベトナム、タイ）の中で最低となっている。 

中進国の罠からの脱却し、タイが「20 カ年国家戦略」で目標とする 2037 年の先

進国入りを目指すためには、自動化・デジタル技術・イノベーションを基盤とした

次世代産業の育成による産業構造の高度化や、外需依存型経済構造から労働人口の

減少に対応した高付加価値型経済構造への転換、産業の基盤となる社会・経済イン

フラの発展等を推進することが重要となっている。 

 また、経済発展に伴い一定程度の社会の成熟が見られる中、人口の高齢化や国内

格差（所得や公共サービスへのアクセス、富の偏在）、都市圏での大気汚染等、中進

国ならではの新たな社会課題も生じている。こうした社会課題は、タイの不安定化

を招きかねない課題でもあり、人間の安全保障の観点も踏まえ、誰も取り残さない

バランスのとれた社会経済の成長と発展を進めることも重要である。 

 メコン・ASEAN 地域に目を向けると、東南アジア地域における中国経済の影響

拡大や隣国ミャンマーの情勢悪化の中、地域社会の安定や反映の実現を目指す、法

の支配の普及・定着や経済的繁栄の追求、平和と安定の確保の重要性が高まってい

る。また、メコン・ASEAN 地域は共通の課題（サプライチェーン強靭化、気候変

動への脆弱性、COVID-19 等世界規模の感染症への対応、人身取引等）を抱えてお

り、こうした課題の解決は、タイの安定・更なる発展にも繋がるものである。メコ

ン・ASEAN 地域に対して、タイは TICA や NEDA を通じて関係強化を図っており、

新興ドナーとしての存在感も高めている。 

 こうした中、日本政府は、2025 年に「対タイ王国国別開発協力方針」を改訂し、

「包括的・戦略的パートナーシップに基づく現代的課題への対処及び地域開発を牽

引する協力の推進」を基本方針として、（１）持続的な経済開発及び成熟する社会へ

の対応 （２）ASEAN 域内共通課題への対応（３）第三国協力の実施を重点 3 分野

として整理する予定としている。 

 かかる背景を踏まえて JICA は、（１）中進国ならではの高度化・複雑化した課題、

（２）格差是正や高齢化等の社会開発課題、（３）メコン・ASEAN の地域共通課題、

をタイ向け協力の主要開発課題として整理することとした。各主要課題の概要は

「2.3 セクター分析」に記載のとおり。 

 

2.3 セクター分析 

2.3.1 産業高度化・高付加価値化 

＜「中進国の罠」から脱却し持続的な経済成長を図るため、イノベーションの促

進、新たな成長産業の開拓、産業競争力の強化とそのための環境整備が課題であ

る。農業含む多様な産業での労働生産性の向上が求められる。＞ 
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現状と課題、タイ政府の取組や方針 

産業競争力強化  

中進国の罠から脱却し、タイが先進国入りを果たすためには、成長誘導型の開

発政策を強く推進する必要がある。外需依存型経済構造から労働人口の減少に対

応した高付加価値型経済構造への転換、脱炭素化などの環境・気候変動問題への

対応、自動化・デジタル技術・イノベーションを基盤とした次世代産業の育成に

よる産業構造の高度化、それを支える人材（産業人材・研究開発人材）の育成、

都市問題の解決の円滑化などの社会・経済インフラの更なる発展等の課題が存在

する。 

ASEAN 経済共同体（AEC）は、タイの産業界にとって事業拡大の可能性を広

げた一方、ASEAN 域内での厳しい競争をもたらしている。特に、タイ周辺国が

安価な労働力を提供するようになったことで投資先としての比較優位性が低下

し、近年、製造業では、労働集約的な製造工程をタイから周辺国に移す動き（「タ

イプラス１」）がみられる。また、タイ国内の労働人口の減少に伴う産業界の人材

の量と質の両面での不足が喫緊の課題となっており、労働生産性の向上が大きな

課題とされている。 

タイ政府は「タイランド 4.0」の下、「中進国の罠」から脱却し、持続的な経済

成長を図るため、技術・イノベーション志向型の経済・産業構造への変革と高付

加価値産業の誘致を目指し、ターゲット産業を定めるとともに様々な投資促進政

策を実施し、関連インフラやビジネス環境の改善、またそれを担う人材育成を進

める方針を掲げている。併せて、「タイランド 4.0」の具体的な旗艦事業として経

済特区・東部経済回廊（EEC）の開発を推進中である。 

 

農業 

タイの GDP に占める農業の割合はわずか 8.6%（世界銀行、2023 年）である

のに対して、労働者総数の 31.1%（ILO、2023 年）が農業に従事しており、依然

としてタイの主要産業のひとつであるといえる。タイは熱帯性気候と稲作の多作

期を背景に、世界有数の米輸出国である。一方で、少子高齢化及び都市部への人

口集中を背景とした農業の後継者・労働力の不足、生産性の低さ、気候変動・災

害による影響、これらを背景とした不安定な収入等の課題も依然存在している。 

タイ政府は「農業と協同組合 20 年戦略（2017 年-2036 年）」を制定し、スマ

ートテクノロジーの活用を中心に、農家・農業組合の強化、生産性と品質水準の

向上、技術とイノベーションによる農業セクターの競争力強化等に取り組む方針

を示しており、タイランド 4.0 のもと、農業 4.0 の推進を掲げている。 

また、「バイオ・循環型・グリーン（BCG）経済モデル」では、「食・農・バイ

オ技術の振興」を重点課題のひとつに掲げ、付加価値の高い農業や地域資源を活
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かした観光産業の振興を通じて、環境保護と経済成長の両立を目指している。ま

た、EECi（イノベーションの東部経済回廊）における近代農業（スマート農業、

化学肥料の使用削減対策など）の支援を推進するとしている。 

 

2.3.2 都市・地域開発（運輸交通を含む） 

＜渋滞改善・交通安全はバンコク市民にとって重要課題であり、バンコクの経済

活動の円滑化や市民生活の改善のためには、公共交通の拡充や効率的な土地利用

が急務である。地方部は格差是正や高齢社会をふまえた地方創生が喫緊の課題で

ある。＞ 

 

現状と課題、タイ政府の取組 

運輸交通・都市開発 

（交通渋滞・交通安全） 

国全体の人口は 2022 年をピークに減少に転じている一方で、都市圏の人口は

増加傾向にあり、今後もバンコクへの一極集中は継続する見通しである。さらに、

バンコクの 8%と低い道路面積率と、ソイ（soi）と呼ばれる細街路から幹線道路

への交通が流入する道路ネットワーク構造と相まって、依然として自動車に依存

する交通システムがバンコク都市圏の交通渋滞を深刻化させており、市民生活の

最も深刻な課題の一つとなっている。また、タイの温室効果ガスの総排出量にお

いて、エネルギー分野は約 7 割を占め、そのうち運輸交通部門が約 3 割を占めて

いる。2021 年の WHO の報告によると、タイにおける交通事故による死亡者数

（25.4／10 万人）はアジア 2 位、経済損失は 5300 億バーツ（GDP の 3%）に及

んでいる。 

かかる状況を踏まえ、バンコク都は道路交通の渋滞改善や交通安全対策を重要

課題の一つとして掲げ、様々な施策を試みているが抜本的解決には至っていない。 

 

（都市鉄道の拡充と沿線開発） 

タイ政府は、バンコクの渋滞改善に向け、1990 年代より日本の ODA を通じ都

市交通計画を策定するとともに、都市鉄道の導入を進めてきた。2000 年代以降

は、円借款を通じたブルーライン、パープルライン、レッドライン等の整備も進

められ、現在、都市鉄道ネットワークは延べ約 280km まで拡大している。近年

では、JICA の協力を通じ、より精緻な需要予測に基づく鉄道マスタープラン（M-

MAP2）を作成し、今後都市鉄道ネットワークを 550km まで拡張する計画として

いる。しかし、公共交通利用のモーダルシェアは 10.4%（OTP：Bangkok Travel 

Demand Survey, Executive Summary Report, October 2023）と低迷している。そ
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のため、バンコク首都圏の更なるモーダルシフト1と交通渋滞の改善を目指し、ネ

ットワーク拡充に加え、路線間の結節点及び二次交通との連結性向上、共通チケ

ット導入、混雑緩和などの旅客サービスの向上、駅前広場の整備等による利便性

向上への取り組み、また沿線の土地の有効活用や利用客の安定的確保を含む沿線

地域開発（TOD）への取り組みが重要となる。 

 

（その他） 

地方も含めた国土の安定的な発展に向けて、全国的な道路ネットワークの拡充

が引き続き必要とされている一方で、1980 年代以降に積極的な社会資本整備へ

の投資により整備された既存のインフラ（道路、橋梁等）の老朽化も進んでおり、

適切な維持管理の重要性や PPP 等による運営等のニーズも増している。 

 

地域開発 

 タイは 1980 年後半からの経済成長により大きく発展し、2011 年に中進国入

りした。急速な経済成長の一方で、首都バンコクへの一極集中をもたらし、大

都市と地方の経済的・社会的格差拡大を引き起こしている。 

所得や公共サービスへのアクセス格差、富の偏在はタイの不安定化につながり

かねない課題である。特に、地方においては格差に加え、高齢者問題（貧困や独

居老人の増加）、労働人口の大都市部への流出、地場産業の衰退といった課題へ

の取り組みが急務となっている。 

 

 
1   モーダルシフトとは、トラック等の自動車で行われている貨物輸送を環境負荷の小さい鉄

道や船舶の利用へと転換すること（国交省） 
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図 2 地域別・部門別の貧困層の分布（1990-2020 年）（世界銀行、2022） 

 

 

 

図 3 州別貧困率（2011-2020）（世界銀行、2022） 
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図 2 に示す通り、都市部と比較して農村部は依然として貧困層の大きな割合を

占めている。2010年代初頭までは北東部と南東部の貧困率が急速に減少したが、

2011 年以降は大幅に鈍化した。南部では 2011 年以降、北東部では 2015 年以降、

貧困層が持続的に増加し始め、特に農村部で増加している。2020 年までに、南部

と北東部の貧困率は 11.5%を超え、最も高くなった（南部の農村部では 14.7%）。

2011 年から 20 年にかけて、77 県のうち 14 県が貧困層の増加に直面し、そのほ

とんどが南部の県である（図 3）。特に深南部と呼ばれる地域では武装勢力の活動

影響により不安定な状況が継続しており、開発格差が更なる不安定化に結び付く

リスクも抱えている。 

これらの課題に対応するためには、高齢者の社会・経済活動への参画を促進す

るとともに、労働人口、若い世代が活躍・活動できる場を創出し、地場産業や地

域活動の活性化の担い手を増やしていく必要がある。タイ政府は、国境沿いの特

別経済開発区（SEZ）の開発・投資、コンケンモデル推進等による地域産業育成、

雇用創出等地方自治体におけるスマートシティの推進等、 様々な施策を実施し対

策を進めている。他方、地方政府の予算・人材・経験不足や、中央政府と地方自

治行政との連携や既存制度の更なる活用にも、改善の余地がある。 

 

2.3.3 環境・気候変動 

＜バンコクを中心に深刻な大気汚染（PM2.5）、資源循環社会の実現に向けた廃

棄物管理、中間処理・リサイクルの促進、気候変動の適応に資する災害リスクの

軽減等への対応が必要。＞ 

 

現状と課題、タイ政府の取組や方針 

環境 

タイ政府は「BCG 経済モデル」等を通じた環境と開発の両立に力を入れる一

方、深刻な大気汚染（PM2.5）や、生産および消費行動の変化による固形・プラ

スチック廃棄物の増加等の課題が生じている。大気汚染対策や、循環社会の実現

に向けた廃棄物管理、中間処理・リサイクルの促進（例：自動車リサイクル）等

への対応が必要な状況となっている。 

大気汚染対策について、タイ政府は、大気浄化法や新 PM（粒子状物質）削減

のための国家行動計画を策定中である。PM2.5 に起因する大気汚染の解決は、タ

イ政府の優先課題の一つとして位置付けられ、「PM（粒子状物 質）削減のための

国家行動計画 2019-2024」（2019 年 10 月）において、主な発生源とされる交通、

農業、工業、都市計画・建築、家庭毎に短期・長期的な行動計画を定め、効率的

かつ時宜を得た対処・取り組みを行うこととしている。 

固形廃棄物については、タイ政府は、廃棄物の発生源の管理、廃棄物の削減、
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廃棄物の再利用・リサイクルを促進することで 2027 年までに都市固形廃棄物の

80%を適切に管理することを目標としている。2022 年は合計 2,570 万トンの都

市固形廃棄物が発生し、2021 年から 3%増加した。このうち、使い捨てプラスチ

ックが含まれていたのは 11%、再利用・リサイクルされたのは 34%、適切に処理

されなかったのは 28%であった。現在進行中の対策として、「国家廃棄物管理第

2期行動計画2022-2027」、「プラスチック廃棄物管理第2期行動計画2023-2027」、

「食品廃棄物管理第 1 期行動計画 2023-2027」を掲げている。 

 

気候変動・エネルギー 

隔年透明性報告書（環境省、2024 年）によると、2022 年のタイにおける温室

効果ガス（GHG）排出量は約 3.9 億トンであり、 2000 年から 2022 年にかけて

約 1.5 倍に増加し、平均気温は、1950 年から 2022 年にかけて約 1.1℃上昇した。

エネルギー転換や運輸部門を含むエネルギー部門は依然としてタイの主な GHG

排出源であり、総排出量の約 66%を占めている。 

タイ政府は、国が決定する貢献（Nationally Determined Contributions: NDC）

において、2030 年までに GHG 排出量を BAU（Business as Usual）比で 30%削

減する目標を定めており、また、2050 年に「カーボンニュートラル」、2065 年ま

でに「すべての種類の GUG のネット・ゼロ・エミッション」の達成を目指すと

いう新たな目標を表明している。 

バンコク都においては、JICA の協力を通じ、「バンコク都気候変動マスタープ

ラン 2013-2023」及び「バンコク都気候変動マスタープラン 2021-2030」が策定

され、NDC に貢献している。今後は、同マスタープランでの提案プロジェクトを

中心に、グリーンビルディング、輸送部門や排水部門、森林分野等でのプロジェ

クトの実施促進、特に実施に向けた官民資金の動員が求められている。 

また、GHG 排出削減を目指す緩和策に加え、気候変動の影響に対応する適応

策の実施も不可欠である。特にタイにおいては、降雨量増加への対応が喫緊の課

題である。特に首都であるバンコク都は、チャオプラヤ川の下流端に位置し、勾

配が非常に緩やかな地形であることから、雨水排水が極めて困難な特徴を持ち、

洪水被害に対して脆弱である。さらに、都市周辺は急速な開発による埋め立てや

集積が進み、洪水・浸水等の災害リスクが増大している。こうした状況に対しタ

イ政府は、第 13 次国家経済社会開発計画（2023 年～2027 年）において「国際

的な変化やリスクへの対応能力の強化」を掲げ、災害リスクの低減等に取り組む

姿勢を明確にしている。 
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2.3.4 社会保障・保健 

＜一定の保健医療水準を達成しているものの、感染症のみならず非感染症も踏ま

えた保健医療体制の強化、急速に進む高齢化への対応、公平な参加を阻害されて

いる人々／脆弱な立場に置かれている人々（高齢者、障害者、女性や子ども、移

民等）の保護や福祉の体制強化等の課題への対応が必要。人身取引等、周辺国と

連携が必要な課題も存在。＞ 

 

現状と課題、タイ政府の取組や政策 

保健・医療 

保健医療分野については、人々の健康水準が大幅に改善し、一定の水準を達成し

ている。1970 年代以降、タイは一貫して医療インフラに投資してきており、2002

年のユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の達成はその努力が結実したもの

と言える。他方、タイは高齢化が急速に進んでいることに加え、疫学転換

（epidemiologic transition）により感染症と非感染症（肥満、高血圧、がん等）両方

からの負担に対応する必要がある。また、昨今では周辺地域の情勢不安により国境

地域の保健システムが脆弱化しており、感染症への対応を含めた体制強化を行う必

要がある。さらに、公衆衛生上の緊急事態に対応する能力は十分ではなく、医師や

看護師などの最前線で働く医療従事者の数、スキルともに不足している。 

タイ政府は、プライマリーヘルスケアの拡充、医療システムの開発、進歩的な

健康増進プログラムの構築を実現してきたが、「タイランド 4.0」において”Medical 

Hub”（医療ハブ）、”High Value Health Care”（高付加価値ヘルスケア）の実現を

目指しており、公衆衛生上の緊急事態への対応力強化、医療品の安定的供給、デ

ジタルやイノベーションを活用した公衆衛生サービスの改善、医療従事者不足解

消等を試みている。 

 

社会保障 

世界銀行によると、2021 年にはタイの貧困率は 6.3%まで低下したものの、格

差は依然として存在している。タイは ASEAN 諸国の中でも最も所得格差の高い

国のひとつである。1970 年代以降の保健インフラへの国家的な投資により、一

定の保健医療水準を達成している一方、約 1,000 万人の高齢者、障害者、女性、

子供、移民・難民・無国籍者等の脆弱な立場に置かれた人々は、社会的保護や福

祉へのアクセスが困難な状況にある。また、約 100 万人が貧困ライン以下にあり、

搾取やメコン地域を含めた人身取引につながっている。貧困層の中でも、ジェン

ダーに基づく構造的差別も相まって、女性・子どもは更に社会的保護を享受しに

くく、教育や仕事の機会も限定的になりやすい。 

障害と開発に関し、タイ政府は 2008 年 7 月に国連障害者権利条約（CRPD）を
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批准した。2007 年憲法では、障害者を含む全市民の権利を保障し、障害者に対す

る差別禁止条項を定めている。また、2007 年にはエンパワメント法（Persons with 

Disability Empowerment Act）を制定した。一方で、法律と条約の不一致、福祉サー

ビスにおける障害の医学モデルの採用、障害者団体のエンパワメント不足、地方や

遠隔地におけるアクセシビリティ法の不履行などの課題が、2016 年 4 月の障害者

権利委員会の総括所見で指摘されており、障害者の権利の視点が反映されるよう既

存の法律や政策を改正することが提言されている。 

 

少子化・高齢化 

 タイは 2023 年時点で、60 歳以上の高齢者が人口の 19.97%、約 1300 万人を占

める高齢社会である。高齢者の割合が高い上位 10 県は主に北部に存在しており、

地域別に見ると、高齢者人口の 31.68%（約 396 万人）が東北地方、23.78%（約 297

万人）が中部地方に住んでおり、地方における労働力不足の要因となっている。出

生率は 1990 年代に 2 を切り、2022 年には 1.3 と日本と同程度まで低下しており、

今後も急速な少子高齢化が進むことが想定されている。高齢者の貧困の問題に加え、

適切なケアを受けていない扶養家族の高齢者が多数存在していることが問題視さ

れているところ、第 13 次国家経済社会開発計画（2023～2027 年）では、高齢者の

社会的保護のため、高齢者の貧困率を 4%未満に、UHC プログラムの下で長期医療

を受けられる被扶養高齢者の割合を 70%以上とすることを目標としている。 

 

2.3.5 ASEAN・メコン地域課題 

＜ASEAN 域内の格差や地域課題への対応が課題。近年は移民や難民に関する

課題も拡大・顕在化。＞ 

 

現状と課題、タイ政府の取組や政策 

ASEAN・メコン地域課題 

ASEAN の経済的統合に向けた ASEAN 経済共同体（AEC）の発足後も依然と

して、同域内の開発・経済格差、インフラ等の連結性の強化、サプライチェーン

の強靭化、大気汚染・感染症対策・人身取引等の地域共通課題等が存在しており、

ACMECS を通じた経済回廊の整備など ASEAN・メコン地域内の連結性強化

（FOIP の重点分野）への貢献が期待されている。 

タイ政府は、TICA や NEDA 等を通じ、タイが ASEAN をリードする国として、

SDGs の達成と連動する ASEAN 全体の地域課題（環境、感染症、人身取引、連

結性等）への取り組みを進めている。 
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図 4 ASEAN Statistical Highlight 2023 (ASEANstats) 

 

移民・難民 

タイと周辺国の間では、一人当たり GDP（特に最低日給）の格差も踏まえ、地

理的な近接性と相まって、近隣諸国からの労働力がより良い収入機会を求めて、

合法・非合法を問わずタイに入国するインセンティブを生み出した。国際移住機

関（IOM）や国際労働機関（ILO）、また国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）等

から構成されるタイの国連移民ネットワークにより共同作成された、タイ移民報

告書によると、2023 年時点で、タイに滞在する移民は約 530 万人に上ると推定

している。うち、労働許可を得て働くミャンマー、ラオス、カンボジア、ベトナ

ムからの移民労働者は 240 万人にのぼる。240 万人の 70%以上をミャンマーか

らの移民労働者が占める。タイ政府は「国家安全保障政策・計画（National Security 

Policy and Plan）2023-2027」を策定し、不法・非正規移民の正規化及び移住管

理に注力しているものの、2023 年時点で、約 180 万人のミャンマーからの移民

が非正規の状態にあったと推定される2。出稼ぎ労働者はタイの労働力不足を補

い、タイの経済成長に貢献する一方、雇用主による搾取や、人身取引の対象にな

る等の課題も生じている。UNHCR によると、2021 年のミャンマーの政変以降、

シャン州やカレン州等、タイとミャンマーの国境付近を中心にミャンマー国内避

難民が増加傾向にある。2024 年時点では約 340 万人の国内避難民が発生してい

ると言われており、タイ側の医療機関等への影響が生じている。 

 

 
2 Thailand Migration Report 2024, (https://www.who.int/thailand/news/feature-
stories/detail/thailand-migration-report-2024 ) 

https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.who.int%2Fthailand%2Fnews%2Ffeature-stories%2Fdetail%2Fthailand-migration-report-2024&data=05%7C02%7CYoshida.Yuri%40jica.go.jp%7Caecb359c071445ae93c708dd62a6bf6e%7Ceba9fc4255884d318a4e6e1bf79d31c0%7C0%7C0%7C638775190689415910%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJFbXB0eU1hcGkiOnRydWUsIlYiOiIwLjAuMDAwMCIsIlAiOiJXaW4zMiIsIkFOIjoiTWFpbCIsIldUIjoyfQ%3D%3D%7C0%7C%7C%7C&sdata=9uvxSI3mcPBKdZGQQIVFpmq846yNFoF4GmBeHHDm2Eg%3D&reserved=0
https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.who.int%2Fthailand%2Fnews%2Ffeature-stories%2Fdetail%2Fthailand-migration-report-2024&data=05%7C02%7CYoshida.Yuri%40jica.go.jp%7Caecb359c071445ae93c708dd62a6bf6e%7Ceba9fc4255884d318a4e6e1bf79d31c0%7C0%7C0%7C638775190689415910%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJFbXB0eU1hcGkiOnRydWUsIlYiOiIwLjAuMDAwMCIsIlAiOiJXaW4zMiIsIkFOIjoiTWFpbCIsIldUIjoyfQ%3D%3D%7C0%7C%7C%7C&sdata=9uvxSI3mcPBKdZGQQIVFpmq846yNFoF4GmBeHHDm2Eg%3D&reserved=0
https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.who.int%2Fthailand%2Fnews%2Ffeature-stories%2Fdetail%2Fthailand-migration-report-2024&data=05%7C02%7CYoshida.Yuri%40jica.go.jp%7Caecb359c071445ae93c708dd62a6bf6e%7Ceba9fc4255884d318a4e6e1bf79d31c0%7C0%7C0%7C638775190689415910%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJFbXB0eU1hcGkiOnRydWUsIlYiOiIwLjAuMDAwMCIsIlAiOiJXaW4zMiIsIkFOIjoiTWFpbCIsIldUIjoyfQ%3D%3D%7C0%7C%7C%7C&sdata=9uvxSI3mcPBKdZGQQIVFpmq846yNFoF4GmBeHHDm2Eg%3D&reserved=0
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図 5 メコン地域の一人当たり GDP 推移（世界銀行統計より 2022 年作成） 
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第 3 章：タイへの協力アプローチ 

 

3.1 JICA の協力概要 

＜ASEAN 各国の成熟化・中進国化が進む中、タイ向け協力は新たな協力モデル

創造の場である。＞ 

 第 2 章までの背景・分析を踏まえ、JICA はタイに対し、（1）中進国ならでは

の高度化・複雑化した課題、（2）格差是正や高齢化等の社会開発課題、（3）メコ

ン・ASEAN の地域共通課題、に即した取り組みを行うものとする。外務省の国

別開発協力方針の重点分野を踏まえ、既存の協力プログラムを見直し、一部を統

合・組み換え、「産業高度化・高付加価値化プログラム」、「持続可能な都市／地域

開発プログラム」、「環境・気候変動対策プログラム」、「保健・社会保障プログラ

ム」の 4 プログラムに集約する。 

既存の協力プログラム構成の見直しと、見直し後の各プログラムで想定する主

な協力テーマは図 6 のとおり。 

 

図 6 協力プログラム構成の見直し 

  

ASEAN・メコン地域周辺の ODA 対象国等と異なるタイの協力プログラムの特

徴として、「ASEAN 第 2 の経済大国」、「成熟した社会」、「日本関係機関・関係者

のすそ野の広さ」、「地域ハブの役割」、「新興ドナーとしての存在感」への対応等

が挙げられる。今後、東南アジア等においても、成熟化・中進国化する国が増加

する見込みの中、タイへの協力及び成果は、それらの国々にとっても協力モデル

となりうるものである。 

これらを踏まえ、タイを「ASEAN 各国の成熟化・中進国化が進む中、新たな

協力モデル創造の場」とすることを基本的な考え方として整理する。 

事業の実施に際しては、ASEAN・メコン地域における人間の安全保障を協力に
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あたっての基本理念とし、その実現に向けた取り組みを行う。特にタイ国境や

ASEAN 地域に対する支援を行う際には、タイと連携（連帯）する形での活動を

実践するものとする。 

 

3.2 協力アプローチ 

 タイ向けの協力プログラムを効果的に推進するため、以下に示す基本的な協

力アプローチの考え方に基づき、今後タイで実施する事業の形成段階及び実施

段階に関係者が共通認識として考慮して進めるものとする。 

 

 （1）タイを中進国向け協力モデル創造の場と位置づける。具体的には、ODA

を通じた日タイ双方が Win-Win となる取組み3を推進する。 

 （2）協力アプローチを For, With, In Thailand のコンセプトに整理する。また、

For, With, In Thailand の 3 つのコンセプトを柔軟に組み合わせ、中進国

の目標となりうる革新的な案件の形成を目指す。 

 （3）タイ政府機関との連携強化・ネットワークの維持・発展の観点から、一定

規模の For Thailand（タイ向け協力）の協力を共創・継続する。 

 （4）新興ドナーとしてのタイとの連携を含め、積極的に With Thailand（周辺

国への国際協力）を推進し ASEAN・メコン地域安定へ貢献する。 

（5）JICA の協力・投入を呼び水と捉え、タイに所在する豊富なリソース・ア

セット・ネットワークを生かした他機関との連携・共創を進める。（In 

Thailand） 

 

For、With、In、Thailand の概要を以下に示す 

 

3.2.1 For Thailand 

 中進国ならではの複雑化・高度化した課題への対応及び成熟した社会における

新たな社会課題への対応を主眼とし、タイにおける課題解決を図る。また、後述

の In Thailand の視点も踏まえ、タイに所在する多様なリソースとの連携・共創、

JICA 事業が触媒として機能し、JICA 事業のみに依らない効果発現が期待できる

形の協力を意識的に進める。 

 

3.2.2 With Thailand 

新興ドナーとして存在感を高めるタイをパートナー国と位置づけ、タイと共に

第三国の課題解決を図る。特にタイの周辺国であるメコン地域・ASEAN を主な

対象とし、第三国協力や広域案件等を通じ、共に同地域の連結性強化や共通課題

 
3 在留邦人、日系企業を含む日本社会への裨益・還流を念頭に置いた取組み 



 

20 

 

の解決に取り組む。当該取り組みにおいては、日本のタイへの既往の協力アセッ

トが活用可能な分野（例：都市鉄道、高度人材育成、人身取引対策、障害者支援、

UHC 等）を中心に協力を進めると共に、タイに進出している日系企業や第三国に

展開するタイ企業との共創も推進する等、日タイ共に Win-Win となる取り組みに

留意する。 

また、タイには感染症、高齢社会、社会福祉、サイバーセキュリティ等の分野

の ASEAN センターが拠点を設けているため、それらの拠点を活用した地域レベ

ルの取組みについても推進する。 

With Thailand を推進するためにも、タイのドナー化支援に係る協力は引き続

き肝要であり、TICA や NEDA 等との更なる連携や能力強化にかかる取り組みを

行う。 

 

3.2.3 In Thailand 

タイにおける多様なリソースの活用・連携を図る。タイは既述のとおり、これま

での日本による支援の豊富なアセットが存在する。また、経済発展に伴い、高い能

力を有する自国の企業や学術・研究機関が多く存在し、周辺他国に類を見ない多く

の本邦関係機関や、国際機関等の地域的な拠点も存在している。タイ及び周辺国等

への協力において、これら多様な企業・機関等との積極的な連携・共創を進める。 

また、JICA 事業がこれら企業・機関等の取り組みを後押しする触媒として機能し

事業の持続的な効果発現が生じる枠組みの形成を積極的に行う。 

具体的には、アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクト（以下、

「AUN/SEED-Net」）を通じた共同研究で構築してきた人的アセット・研究ネットワ

ークを活用・発展する形での大学・研究機関・産業界間の連携促進、タイに拠点を

有する地場企業等との連携（タイ周辺国における海外投融資等）、ならびに、TICA に

よるタイ人ボランティア派遣プログラム（以下、「FFT」）を通じた本邦自治体との連

携など、タイの多様なリソース・アクターと複層的な連携を進める。タイに地域拠

点事務所等を置く関係機関が多いことから、各種リソースの情報収集・提供や連携

促進等、メコン地域各国に対する JICA 業務への貢献も意識する。 

さらには、タイと日本の結びつきをより強化するものとして、ソフトパワーに留

意し、両国の経済・社会・文化・政治分野の各レイヤーを踏まえ、知識人との連携強

化（Public Intellectuals）を図る。JICA チェア、共同研究等の機会を通じ、両国及び

メコンを含む東南アジア地域の開発経験を発信していくものとする。 
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第 4 章：JICA のセクター協力の方向性 

 

4.1 持続的な経済の発展と成熟する社会への対応 

4.1.1 産業高度化プログラム 

＜「中進国の罠」から脱却し、持続的経済成長を実現すべく、産業の高度化、そ

れを担う高度産業人材の育成、ビジネス環境整備にかかる協力を行う。＞ 

 

産業競争力強化  

「中進国の罠」を脱却し、持続的経済成長を実現するために必要な、産業の高

度化、それを支える高度産業人材育成、更なる投資促進に必要なビジネス環境整

備、産業を支える中小零細企業支援を中心に据えた協力を行う。 

具体的には、タイランド 4.0 下のターゲット産業振興に資する協力（製造業等

の集積を活かした宇宙分野の協力を含む）、生産性向上に向けた農業・製造業（中

小企業）を含む産業のデジタル／スマート化、それらに必要な技術・イノベーシ

ョンを支える研究能力の強化、タイ高専、AUN/SEED-Net、青年協力隊派遣（日

本語教育、コンピューター技術等）などを通じた持続的な高度産業人材の育成、

タイ国内と ASEAN 域内の大学、タイと本邦大学間の国際頭脳循環の推進、創業

初期から後期の各ステージにおけるスタートアップ支援、中小零細企業への金融

包摂促進、ビジネス環境整備としての各種制度改善支援等を行う。 

また、次世代研究のための放射光施設整備や、地理空間情報の民間企業での利活

用促進や、国家データセンターの能力強化のための支援を行う。 

 

農業 

労働人口の約 3 割が従事する主要産業であること、タイ及び日本の食糧安全保

障の観点も踏まえ、これまでの協力を通じ技術移転が進んだ分野を中心に、付加

価値を高めるための協力を行う。具体的には、スマート農業技術・先端技術を活

用した生産性向上、高付加価値化、気候変動への対応、農業分野での金融包摂促

進を図り、日本・タイの両国に資する協力やメコン・ASEAN 地域を含む第三国

に展開できる好事例の形成を目指す。 

 

4.1.2 持続可能な都市／地域開発プログラム 

＜バンコクの渋滞緩和や公共交通の利用促進に向けた協力、都市化によって生じ

る様々な問題を回避・解決するとともに、幅広い関係者やリソースが開発に参加

し、自律的に発展する都市・地域マネジメントの実現に向けた協力を行う。地域

活性化においては、タイと日本の地方における共通課題（高齢化社会、労働力の

流出、雇用確保、経済活性化等）への取り組みを通じた共創的支援を行う。＞ 
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運輸交通 

（都市鉄道の拡充と沿線開発） 

JICA は、1990 年代から交通ネットワーク整備計画策定、2000 年代からは都市

鉄道（MRT）の整備、また近年は都市鉄道マスタープランの見直し・策定を支援

している。 

公共交通を主体とした社会の形成（TOD の推進）を図るため、引き続き、都市

中心部の道路混雑の緩和、都市鉄道の全体ネットワークの強化、鉄道駅へのアク

セス性の強化、鉄道の運営維持管理能力強化、付加価値の高い都市鉄道サービス

の提供、駅前・駅周辺開発などを目指し、日本の鉄道関係者の参画、民間事業者

との連携も念頭におきながら協力を行う。 

 

（交通安全） 

交通安全対策では、これまでの支援に加え、タイ警察を通じた支援を行う。また、

タイで大きなシェアを占める本邦自動車メーカーにとっても交通安全は大きな関

心事項であることから、従来の協力形態にとらわれず、民間財団や研究機関、民間

企業と共創した取組を目指す。 

 

（その他） 

タイでは、これまでの資金協力を通じて整備されたインフラをタイ政府自身が

運営維持管理するフェーズに入っている。地方へのインフラ整備のニーズが引き

続きあるなかで、インフラの維持管理・更新に向けて PPP の取り組みも進みつ

つある。インフラの整備・運営維持管理に向けた資金調達や PPP 手法にかかる

技術移転や海外投融資のニーズへの対応を検討する。また、これまでの日本の協

力並びにタイ政府の経験を踏まえ、周辺国に対してタイの持つ道路・橋梁の維持

管理に係る知見の共有、また 30 年近くに及ぶタイの MRT 開発、運営の経験に基

づく知見の共有を目的とした第三国研修を実施し、併せて日本の技術・経験の共

有を行うことで、日本も含めたインフラのアセットマネジメントのネットワーク

拡充を目指す。  

 

地域活性化 

タイの地方部においては、日本と同様、労働人口の都市部への流出や急速な高

齢化を抱えているため、それら課題解決に向けた我が国の取り組み経験を複層的

に共有（技プロ・草の根・自治体連携・大学連携・協力隊等）するとともに、タ

イでの事例・取り組みから日本も学びながら、共通する課題へのソリューション

を共創・還流していくことに重点を置きつつ、日タイ両国の地域活性化への貢献

を目指す。  
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4.1.3 環境・気候変動対策プログラム 

＜大気汚染や、自動車リサイクル等の廃棄物対策への協力、脱炭素に向けたタイ

政府のロードマップ実現に資する気候変動対策、洪水・浸水被害への対応等を行

う。＞ 

 

環境 

タイ政府の国家課題として位置づけられている大気汚染（PM2.5 対策）や廃棄

物（使用済み自動車リサイクルによる資源循環促進等）について、省庁横断的か

つ産官学の多様なステークホルダーとの連携を重視した協力を実施する。 

特に、一般廃棄物については、適正処理比率の向上に向けて廃棄物発電事業等、

廃棄物処理施設整備の PPP 事業形成促進のための支援や、VGF（Viability Gap 

Funding）等、PPP 事業化に必要な各種制度構築および既存制度活用にかかる提

言のための支援を検討する。また 使用済み自動車が適正に管理・処理されるシ

ステムの提言を通じ、不適切な自動車解体に伴う環境汚染や温室効果ガス排出を

防ぎ、資源の有効利用を通じた循環型社会の構築を支援する。さらに、既往協力

の海洋プラスチックモニタリングのリソースを活用した陸域での廃棄物管理や

政策改善につなげる支援も検討する。 

大気汚染対策等、タイ単独のみでの解決が困難な課題もあることから、周辺国

との連携・タイの知見を活かした周辺国に対する協力も推進する。 

 

気候変動： 

気候変動対策については、持続的な経済成長とカーボンニュートラルの達成を

図り、脱炭素に向けたタイ政府のロードマップ実現に貢献すべく、日本・タイ両

国の利益に資する協力の実施、民間資金の導入を目指す。具体的な取り組みとし

て、多様かつ現実的なエネルギートランジションの推進、本邦技術の優位性が期

待される産業部門のヒートポンプ利用や ZEB（Zero Energy Building）推進によ

る省エネの実現等への取り組みを進める。 

また、気候変動の影響への対応として適応策の策定・実施にかかる能力強化を

支援するとともに、増大する洪水・浸水被害へのリスクに対応するため、中長期

的な計画の策定・施策の実施を支援することで、バンコク都の氾濫リスクを低減

し、ひいては雨水氾濫により停滞する道路交通網の改善と、これらによる甚大な

経済損失の低減を目指す。 
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4.1.4 保健・社会保障プログラム 

＜タイの同分野におけるこれまでの日タイ協力のアセットを活かし、両国および

周辺国に裨益する協力を行う。タイにおいては、急速に進む高齢化や、公平な参

加を阻害されている人々／脆弱な立場に置かれている人々への対応（社会的保

護・福祉等）に資する協力を進める。＞ 

 

保健・医療 

JICA は UHC や ASEAN 災害保健医療管理に係る地域の対応能力強化、高齢者に

対する地域包括ケア等への協力を通じ、これまで一定の成果をあげてきた。今後は、

これらの協力アセットの活用や、ASEAN 感染症対策センター等のタイを拠点とす

る ASEAN 機関との連携等を通じ、周辺国に対する協力を進める。また、周辺地域

の情勢不安による国境地域の医療体制のひっ迫・脆弱化等を含めた協力についても

検討する。タイにおいては、医療品の安定的供給や医療従事者の能力強化に資する

取り組みを継続する。 

高齢社会への対応については、これまでコミュニティベースでの介護システムの

構築への協力を進めてきた。今後は予防と健康増進を中心に、豊かな高齢社会の実

現に貢献する取り組みを行うとともに、医療・介護等にかかる民間企業の活動との

連携も進める。 

 

社会保障 

依然として存在する、公平な参加を阻害されている人々／脆弱な立場に置かれ

ている人々（高齢者、障害者、女性、子供等）に対する社会的保護や福祉へのア

クセスを促進すべく、高齢者の労働参画等、政策へのインプットや地方への協力

隊派遣等を継続する。 

脆弱な立場に置かれている人々がターゲットとなるタイを含むメコン地域の

課題である人身取引については、これまでの協力を通じて構築した人身取引対策

に関連する関係機関間のネットワーク、メコン地域の関係省庁等とのネットワー

クを活用し、タイ及び周辺国の連携推進・強化を進めると共に、各国における人

身取引対策にかかる具体的な施策推進に繋がる取り組みを進める。 

また、アジア太平洋障害者センター（APCD）、ASEAN ソーシャルワーク・社

会福祉研修センター（ATCSW）、ASEAN 活動的な高齢化とイノベーションセン

ター（ACAI）をはじめ、タイに拠点を有する ASEAN センターと連携し、障害イ

ンクルーシブビジネスをはじめとした包摂的な協力を推進するとともに、ソーシ

ャルワークの拡充等のタイの経験を周辺国へ共有する。 
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4.2 ASEAN 地域共通課題への対応 

ASEAN 共通課題（ASEAN・メコン地域連結性強化、格差是正）プログラム 

先発 ASEAN メンバー国であり、インドシナ半島の中心に位置するタイは、

ASEAN において中核的役割を担うと共に、特にメコン地域についてはタイ自らが

主導する ACMECS を通じた地域開発支援なども通じ、ASEAN 域内の開発格差是

正と ASEAN 共同体の実現推進を支援してきた。 

タイ向け二国間協力案件においても、複数国（メコン地域及び ASEAN 全域）に

またがる地域共通課題の解決・裨益の視点から案件形成を進める。具体的には、ハ

ード・ソフトの域内連結性向上、タイ主導の ACMECS マスタープラン実現への協

力、日 ASEAN 間の人的ネットワーク強化、保健医療や社会保障分野等での協力ア

セットや ASEAN 各センターとのネットワークを生かした周辺国への広域展開等に

取り組む。 

また、東南アジア各国から日本への移住労働者が急増するなかで、脆弱な立場に

置かれがちな移住労働者の人権を保護するための取り組みや、ステークホルダー間

でのネットワークを構築等につき、バンコクに拠点を置く ILO アジア太平洋地域総

局とともに進める。 

 

4.3 第三国支援の実施 

第三国支援プログラム 

タイは、TICA や NEDA を通じ、メコン・ASEAN 及びその他の国・地域への開

発協力を強化している。日タイが協働で他国・地域への開発協力に取り組むための

枠組みである「日タイ・パートナーシッププログラム 3（JTPP3）」の下、我が国の

開発パートナーであるタイと共に、両国共通のターゲット国・地域に対し協力を行

う。協力にあたっては、これまでの二国間協力のアセットも活用しつつ、他のパー

トナーとの連携も図りながら、域内外の開発課題の解決に向けた取り組みを強化す

る。また、TICA や NEDA と JICA が締結しているパートナーシップ覚書も踏まえ、

タイのドナーとしての能力強化にも協力する。 

 

4.4 協力実施上の留意点 

横断的事項 

＜各事業を実施する際は、格差是正、DX、ジェンダー／脆弱な立場に置かれてい

る人々への支援、官民連携等に配慮して実施する。＞ 

 

都市・地域格差是正： 

バンコクにおいて急激に都市化が進む一方、地方部との格差が深刻化してい

る。ついては、全ての事業の実施にあたり、都市部向け／地方部向けの協力の
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バランスに配慮する他、適正な行政サービスが効率的にすべての人に提供され

るよう、特に地方自治体における行政官の能力強化に留意して進める。 

DX： 

全ての事業において、デジタル技術の活用による開発インパクトの創出を意

識した取り組みを進める（例：電子基準点の整備やそれらを活用した協力、DX

技術を活用したスマート農業の推進等）。 

ジェンダーと多様性／脆弱な立場に置かれている人々への支援： 

全ての事業において、ジェンダー平等や多様性を推進する視点を組み込み、計

画準備・実施・モニタリング評価に取り組む。「脆弱な立場に置かれている人々」

支援の観点では、全ての協力において障害者が裨益者または実施者として参加す

ることを保障する障害主流化の推進に係る取り組みを推進する。具体的には、案

件形成・開始時の調査における障害者に関するデータの収集、物理的・情報バリ

アフリーの推進、合理的配慮の提供を推進する。 

タイはメコン地域の要衝として近隣諸国から多くの移民が流入し、タイ経済を

支えている一方、立場は脆弱である。「The draft Second National Action Plan on 

Business and Human Rights (2023-2027) (NAP)4」にも言及がある、移民・難民・

無国籍者を含む差別に直面する可能性のある弱い立場の労働者の権利保護に留

意する。周辺国からの移民労働者や、周辺国の状況変化の影響を受け、人道支援

等の課題やニーズが生じやすい地域であることに留意した取り組みを進める。 

 

官民連携促進： 

タイにおける本邦企業の数は ASEAN 随一であり、本邦企業を中心とした民間

企業との連携・共創、民間企業の活動促進にかかる取り組みを行う素地がある。

提案型事業や海外投融資による企業活動の支援にとどまらず、技術協力等を通じ

た活動における民間企業との連携・共創、JICA 事業を触媒とした幅広い事業効果

の発現への取り組み等、民間企業のナレッジ、リソースの活用や連携を模索する。 

 

4.5 協力プログラムと JICA グローバル・アジェンダ5の関係 

タイ向けの協力プログラムと JICA グローバル・アジェンダとの対応関係につ

いて、以下の表のとおり整理する。 

 

 
4 The draft Second National Action Plan on Business and Human Rights (2023-2027) (NAP),  

(The-Second-NAP-on-BHR_July-2022-EN.pdf) 
5 JICA は、保健医療、紛争、気候変動等、複雑化する開発課題に挑むため、20 の「JICAグローバ

ル・アジェンダ（課題別事業戦略）」（JGA）を設定しています。（事業について - JICA） 

https://www.icj.org/wp-content/uploads/2022/08/The-Second-NAP-on-BHR_July-2022-EN.pdf
https://www.icj.org/wp-content/uploads/2022/08/The-Second-NAP-on-BHR_July-2022-EN.pdf
https://www.jica.go.jp/activities/#anchor1
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表 3 タイ向け協力プログラムと JICA グローバル・アジェンダとの対応関係 
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